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外国にルーツを持つ人々に対する人権保障の強化及び多民族・多文化が共生する

社会の確立に取り組む宣言 

   

【宣言の趣旨】 

 当会は、外国にルーツを持つ人々に対する人権保障をより一層強化し、多民

族・多文化が共生する社会を確立するため、以下のとおり、取り組むことを宣言

する。 

１ ヘイトスピーチ及びヘイトクライム根絶のため、福岡県及び福岡県内の地方

自治体に対し、ヘイトスピーチ及びヘイトクライムの被害実態の把握を求めて

いくとともに、実効的な対策として、ヘイトスピーチを明確に禁止し、これを

規制する条例の制定を働きかけていくこと 

２ 外国にルーツを持つ子どもが、その言語、宗教、文化的伝統、アイデンティ

ティを保持するための教育を受ける権利を享受することができるよう、これを

妨げている、国または地方自治体の差別的な制度を廃止するため、より一層取

り組むこと 

３ 司法の分野における調停委員、司法委員、参与委員に外国籍者を任命しない

という、法令に根拠のない運用を改めさせるため、最高裁判所及び福岡県内の

裁判所に対し、積極的に働きかけていくこと 

２０２５年（令和７年）５月２８日 

福岡県弁護士会 

 

【宣言の理由】 

第１ 外国にルーツを持つ人々の人権と多民族・多文化が共生する社会の確立の必

要性 

１ 外国にルーツを持つ人々の状況 

(1) 日本全国における状況 

日本においては、外国人留学生や技能実習生、特定技能等の就労外国人の増

加により、２０２４年（令和６年）末の在留外国人数は、過去最高の約３７７

万人に達し、２０２３年（令和５年）末から約３６万人の増加となった。厚生

労働省の国立社会保障・人口問題研究所は、２０７０年に日本の総人口は８７

００万人まで減り、そのうち１割は外国人が占めると推計しており、外国人は

年間１６万５０００人ほど増える想定を示していたが、実際はその２倍以上の

ペースで急増している。在留カード及び特別永住者証明書上に表記された国

籍・地域の数は１９５（無国籍を除く。）に達する。 

また、出生後に日本国籍を取得した人や外国籍の親から生まれ日本国籍を有

する人等も日本で生活している。今や日本は、様々な形で外国にルーツを持つ

人々が多く暮らす社会となっている。 
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(2) 福岡県内における状況 

このような日本全国の傾向は福岡県内においても顕著であり、２０２４年

（令和６年）６月末時点で、福岡県の在留外国人数は過去最高の約１０万５０

００人に達する。 

その在留資格別の内訳としては、２０２３年（令和５年）１２月末時点での

統計で、留学が約２０％、永住者が約１６％、技能実習が約１５％、特別永住

者が約１０％の上位を占め、特定技能も約８％を占めている。 

２ 外国にルーツを持つ人々の権利擁護に関するこれまでの当会の取り組み 

当会では、外国にルーツを持つ人々の司法アクセス改善のため、１９９１年

（平成３年）４月から、財団法人福岡国際交流協会（現公益財団法人福岡よか

トピア国際交流財団）が実施する外国人無料法律相談に弁護士を派遣し、２０

００年（平成１２年）３月からは、独自に外国人無料法律相談を開始するな

ど、外国にルーツを持つ人々の権利擁護に継続的に取り組んできた。 

近時も、特定技能の在留資格を導入した出入国管理及び難民認定法の改正に

伴って、２０１９年（令和１年）７月、福岡県がワンストップセンターとして

の「福岡県外国人相談センター（ＭＡＩＣ）」を開所したのに伴い、当会も、２

０２１年（令和３年）７月３０日、同センターを運営する公益財団法人福岡県

国際交流センターと協定を締結して、弁護士の派遣を始めた。 

２０１９年（令和１年）１０月からは、福岡県からの委託を受けて、「ふくお

か人権ホットライン」を開始し、この電話相談では、外国にルーツを持つ人々

が受けた誹謗中傷や差別的取り扱いに関する相談も受け付けている。 

また、２０２４年（令和６年）１０月１７日、福岡市中央区天神のアクロス

福岡に、県内で暮らす外国人向けのワンストップ相談窓口「ＦＵＫＵＯＫＡ 

ＩＳ ＯＰＥＮセンター」が開所された際にも、専門機関として他団体と連携

して参画している。 

さらに、当会では、後述するとおり、国による外国にルーツを持つ人々を差

別する施策や社会内での差別に対しても、会長声明等を発するなどして、その

是正を求めてきた。 

特に、先駆的な取り組みとしては、２０００年度（平成１２年度）に、福岡

県内の市町村の職員採用試験における国籍条項撤廃のため、当会会員が、当

時、既に国籍条項を撤廃している１０自治体を除く福岡全県８８の自治体を直

接訪問し、撤廃を求める要望書を渡し、その理解を求める活動を展開した。 

加えて、２０１６年（平成２８年）５月に成立した「本邦外出身者に対する

不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（以下、「ヘイトス

ピーチ解消法」という。）の施行後もヘイトスピーチの実態に改善が見られない

こと、当会として本問題への取り組みが不十分であったとの反省を踏まえ、２

０２２年（令和４年）５月２７日、「ヘイトスピーチのない社会の実現のために
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行動する宣言」を発出している（以下、「２０２２年宣言」という。）。 

 ３ 更なる取り組みの必要性 

しかしながら、出入国在留管理庁が実施している「在留外国人に対する基礎

調査」によると、未だ日常生活の多くの場面で外国にルーツを持つ人々が深刻

な差別に直面している実態が浮き彫りとなっている。 

すなわち、２０２４年（令和６年）度調査によれば、差別を受けた場面は２

０２１年（令和３年）度から上位３項目は変わらず、「家を探すとき」（１７．

４％）、「仕事をしているとき」（１４．２％）、「仕事を探すとき」（１２．

４％）であった。また、差別を受けた相手については、２０２２年度（令和４

年度）から上位３項目は変わらず、「見知らぬ人」（４３．６％）、「職場関係

者」（３１．４％）、「住宅不動産関係者」（２５．１％）が占めている。 

さらに、ヘイトスピーチを受けたことがあると回答した割合は１２．７％、

受けたことはないが見聞きしたことがあると回答した割合は３１．６％にのぼ

る。ヘイトスピーチを受けたり見聞きした場所としては、「インターネット」

（６５．５％）、「街宣活動」（１９．０％）、「デモ」（１８．７％）が多い。 

人口減少が進む日本において、外国にルーツを持つ人々は年々増しており、

アジアの玄関口を標榜する福岡市を抱える福岡県においても、外国人の受け入

れの拡大を進める上で、憲法、国際人権基準に沿った人権保障を強化し、多民

族・多文化が共生する社会を構築することの重要性はより一層高まっていると

いえる。 

 

第２ ヘイトスピーチ及びヘイトクライム根絶のための取り組みについて 

 １ ２０２２年宣言後の活動状況について 

当会は、前述の２０２２年宣言を受け、同年１０月５日、関連する人権擁護

委員会、国際委員会、憲法委員会、法教育委員会の４委員会の委員及び会員か

ら組織する「ヘイトスピーチ問題対策ワーキンググループ」を設置し、同年１

２月から、同ワーキンググループの活動を開始した。 

現在までの間に、①「福岡県ヘイトスピーチ対策連絡会議」の構成団体であ

る福岡法務局、福岡県、福岡市、北九州市との意見交換、②学校法人福岡朝鮮

学園が設置・運営する北九州市八幡西区折尾の九州朝鮮幼初中高級学校、福岡

市東区和白の福岡朝鮮幼初級学校への訪問、③駐福岡大韓民国総領事館の訪

問、④福岡県内の６０のすべての地方自治体に対する文書照会などの方法によ

り、福岡県内のヘイトスピーチ等の被害の実態や実効的な対策のあり方につい

ての調査等を進めている。 

また、２０２４年（令和６年）６月１３日には、ヘイトスピーチ被害の救済

活動で先駆的な実績を有する神原元弁護士を講師に招いて、会員向けの研修会

「研修 ヘイトスピーチ被害救済の実務」を開催し、被害救済の実務に関する
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理解を深める機会を設けた。 

さらに、同年１２月１４日には、ノンフィクション作家の加藤直樹氏を招い

て「市民とともに考える憲法講座 第十四弾『１０１年前、いま、みらい～朝

鮮人虐殺からヘイト問題を考える』」を開催した。 

 ２ 福岡県内のヘイトスピーチ被害の状況 

とりわけ、当会の現在までの福岡県内の実態調査を通じては、ヘイトスピー

チ解消法の施行後も、以下のとおり、ヘイトスピーチに該当する被害の実例が

存在することが明らかになった。 

例えば、朝鮮学校では、２０２２年（令和４年）５月２４日、同年６月６日

には、「在日朝鮮人は日本から出て行け！！」、「韓国は世界中に迷惑をかけてい

ます。消えろ」、「竹島返せ！！」という文言が記載された張り紙が学校入口の

坂道付近に貼られるという事件が発生している。 

また、篠栗町の城戸南蔵院前駅では、２０２０年２月１５日、駅ホームのゴ

ミ箱上に設置された案内板に、「チョンは死ね」という落書きがあったことが発

見されたという事案もあった。 

さらに、駐福岡大韓民国総領事館によると、領事館前でのデモ・街頭宣伝

（ただし、一人によるものを除く。）は、ヘイトスピーチ解消法の施行前である

２０１２年（平成２４年）４月から２０１５年（平成２７年）９月まで（４２

か月）の期間（２０２２年宣言で引用した「平成２７年度法務省委託調査研究

事業によるヘイトスピーチに関する実態調査報告書」による調査期間）が１５

件であったのに対し、同年１１月から２０２１年（令和３年）７月まで（６９

か月）の期間が６４件、同年８月から２０２３年（令和５年）１２月まで（３

０か月）の期間が２３件確認されている。主な発言内容には、「国に帰れ」、「さ

っさと出て行け」、「日本は韓国と断交せよ」、「反日韓国は竹島を返還せよ」、

「日本政府は韓国人を追い出せ」、「朝鮮人」、「ゴキブリ」等の、著しく差別

的・排外的な言葉が含まれている。領事館では、デモ・街宣活動について、情

報が事前に把握できた場合、ウェブサイトに案内を掲載して、日本を訪れる人

に対して注意喚起をしているところ、２０１５年（平成２７年）から２０２３

年（令和５年）までの掲示件数は１４４件にものぼっている。 

加えて、法務省も、「ヘイトスピーチ解消法施行７年」との特設サイトにおい

て、「近時、ヘイトスピーチは、街頭デモなどの示威行動からインターネットに

その舞台を移しつつあり、インターネットを含めると依然として多くのヘイト

スピーチが行われています。」とするとおり、ヘイトスピーチ解消法の施行後

も、ＳＮＳ等のソーシャルメディアを通じたヘイトスピーチは後を絶たず、当

会の実態調査においても、福岡県内で発生した犯罪に乗じたＳＮＳ上でのヘイ

トスピーチも確認されている。 

 ３ ヘイトスピーチを明確に禁止し、これを規制する条例制定の必要性 



5 

当会の現在までの調査等を通じても、ヘイトスピーチ解消法の施行後もな

お、福岡県内においてヘイトスピーチの被害が継続して発生している実態が明

らかになった。 

それにもかかわらず、前述の福岡県内の地方自治体に対する文書照会（回答

数は６０自治体のうち４６自治体）によれば、何らかの形でヘイトスピーチの

状況把握を行っている自治体は１１自治体で、これを行っていない自治体が２

８自治体を占めており、福岡県内のヘイトスピーチの被害実態を把握する体制

自体が採られていないことが浮き彫りとなっている。 

また、ヘイトスピーチ解消に向けた取り組みについても、これを行っている

各自治体の施策としてはもっぱら啓発活動にとどまっている。 

さらに、ヘイトスピーチを規制するための条例制定については、これに積極

的な自治体は１１自治体にとどまっており、これに消極的な自治体が３２自治

体と過半数を占める状況となっている。 

他方、全国的には、ヘイトスピーチ解消法の施行から９年が経過し、ヘイト

スピーチの拡散防止措置を定め若しくはヘイトスピーチの禁止を明記する条例

又は本邦外出身者や外国人に対する不当な差別の解消や禁止を定めている条例

を定める自治体としては、２０２２年宣言以降、新たに、沖縄県（２０２３

年）、東京都渋谷区（２０２４年）、相模原市（２０２４年）、群馬県太田市（２

０２４年）が加わり、１３箇所を数える。必ずしもその自治体の規模の大小や

特定の地域に偏ることなく条例制定を行う自治体が徐々に増加しているところ

であって、当会の調査に対し、福岡県による条例制定を希望する自治体もあっ

た。 

ヘイトスピーチ規制については、罰することよりも、教育的意味、つまり、

ヘイトスピーチが行ってはいけないことであることを知らせ、予防することが

主目的としており、人種差別撤廃委員会の一般的勧告３５（２０１３）におい

ても「人種主義的ヘイトスピーチは、人権原則の核心である人間の尊厳と平等

を否定し、個人や特定の集団の社会的評価を貶めるべく、他者に向けられる形

態のスピーチとして、国際社会が非難しているのだということを強調する機

能」（para.１０）として紹介されているところであって、この点は重要であると

いえる。 

そして、ヘイトスピーチ解消法が理念法に留まり、ヘイトスピーチの禁止規

定すらないことからすれば、条例において、これを明確に禁止することが必要

であり、さらには、過料などの罰則や氏名公表制度など、その禁止を実効的に

実現する規制についても、その基準や手続保障等について配慮しつつ、検討さ

れなければならない。 

そこで、当会においても、福岡県及び福岡県内の自治体に対し、改めてヘイ

トスピーチ及びヘイトクライムの被害実態の把握を求めていくとともに、実効
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的な対策として、ヘイトスピーチを明確に禁止し、これを規制する条例の制定

を働きかけていくことが必要であるといえる。 

具体的には、条例制定を求める要請活動、地方議会議員を対象とした学習会

や意見交換会などの企画・実施、条例制定の機運を高めるための市民向けシン

ポジウム等の開催などに取り組む。 

 

第３ 外国にルーツを持つ子どもに対する差別の是正に向けた取り組みについて 

１ 憲法、子どもの権利条約、自由権規約等の国際人権諸条約の諸権利 

憲法は、人が自己の人格を形成、実現するために必要な学習をする固有の権

利である学習権を保障するとともに、教育を受ける権利における法の下の平等

を定めている（憲法第１３条、第１４条、第２６条１項）。 

また、社会権規約第１３条は、すべての人に教育を受ける権利を保障し、初

等教育を無償かつ義務的なものと規定している。中等、高等教育においても機

会の均等を保障し、すべての人がアクセス可能であることを求めている。さら

に、保護者には、自らの信条に従って、子どものために公立・私立学校（外国

人学校を含む。）を選択する自由を保障している。 

この教育を受ける権利は、差別なく平等に保障されなければならず（社会権

規約第２条２項、自由権規約第２６条、子どもの権利条約第２条、第２８条１

項）、民族的・言語的・宗教的少数者に対しては、その言語、宗教、文化的伝

統、アイデンティティを保持し、それに基づく教育を行い、あるいはそのよう

な教育を受ける権利が保障されている（自由権規約第２７条、子どもの権利条

約第２９条１項）。 

２ 外国人学校やその幼児教育・保育施設に対する差別とその是正の必要性 

上記の憲法、国際人権諸条約における諸権利にもかかわらず、日本における

外国にルーツを持つ子どもの学習権、教育を受ける権利の保障は十分でない。 

国は、外国人学校やその幼児教育・保育施設が、外国にルーツを持つ子ども

の教育に重要な役割を果たしているにもかかわらず、学校教育法１条に定める

「学校」（いわゆる「一条校」）に該当しない、各種学校においては幼児教育を

含む個別の教育内容に関する基準がなく、多種多様な教育を行っている、など

の理由で、国庫助成や給付金等の対象から排除するなどしている。 

とりわけ、朝鮮学校については、朝鮮民主主義人民共和国による弾道ミサイ

ル発射という時の情勢を契機として、いわゆる高校無償化制度から全国の朝鮮

高級学校だけがその対象から除外されただけでなく、国が地方自治体に対し、

補助金支出停止を促したこともあった（２０１６年（平成２８年）３月２９日

文部科学大臣「朝鮮学校に係る補助金交付に関する留意点について（通知）」）。

こうした国の動きを受けて、地方自治体においても、朝鮮学校への助成や給付

金等の停止や削減が進んだ。 
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この点については、国連の子どもの権利委員会も、２０１９年（平成３１

年）３月に出した総括所見において「日本人以外の出自の子ども（コリアンな

ど）・・・に対して現実に行なわれている差別を減少させかつ防止するための措

置（意識啓発プログラム、キャンペーンおよび人権教育を含む）を強化するこ

と。」（para.１８）を促しているところである。 

このような国または地方自治体による外国人学校やその幼児教育・保育施設

に対する差別が繰り返される現状は、教育を受ける権利の保障の観点から改め

られなければならないが、ヘイトスピーチとの関係でも、これを温存・助長し

かねないものであって、ヘイトスピーチ規制の強化を図るにあたっても、その

前提として改められなければならない。 

３ 外国にルーツを持つ子どもに向けられた差別に対する当会における取り組み

の必要性 

国または地方自治体による外国にルーツを持つ子どもに対する差別に対し

て、当会は、これまで、２０１０年（平成２２年）３月２５日、「平等な高校無

償化制度の実施を求める会長声明」を、２０１６年（平成２８年）５月１３

日、「朝鮮学校に対する補助金停止に反対する会長声明」を、２０２０年（令和

２年）７月２日、「外国人学校の幼児教育・保育施設を幼保無償化の対象とする

こと等を求める会長声明」を、２０２０（令和２）年１２月９日「学生支援緊

急給付金に関し困窮学生への平等な給付を求める会長声明」を、２０２２年

（令和４年）４月２７日、「外国人留学生や朝鮮大学校に通う困窮学生に対する

学生支援緊急給付金の平等な給付を再度求める会長声明」をそれぞれ発出し、

その是正を繰り返し求めてきた。 

しかしながら、国または地方自治体による差別は繰り返されており、上記の

とおり、教育を受ける権利の侵害であって、また、このような動きが外国にル

ーツを持つ子どもに対するヘイトスピーチを温存・助長しかねない。 

そこで、当会としては、外国にルーツを持つ子ども、とりわけ特別永住者の

子孫である在日韓国・朝鮮人、朝鮮半島にルーツを持つ子どもが、その言語、

宗教、文化的伝統、アイデンティティを保持するための教育を受ける権利を享

受することを妨げている、これらの差別の是正に向けて、より一層取り組みを

強化していく必要がある。 

具体的には、引き続き国や地方自治体に対し、外国人学校やその幼児教育・

保育施設への平等な制度の適用や財政的支援を求めるとともに、在日韓国・朝

鮮人に対する歴史的な偏見や差別の歴史について、学習会開催などを通じた啓

発活動にも取り組む。 

 

第４ 司法の分野における差別解消の取り組みについて 

１ 外国籍の調停委員等の就任拒否の問題 
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司法の分野においても、国が外国にルーツを持つ人々に対する差別を合理的

理由なく継続している現状が未だ存在する。 

すなわち、最高裁判所は、調停委員、司法委員及び参与員の採用に当たり、

規則上は国籍要件がなく、その他の要件をすべて満たしているにもかかわら

ず、外国籍者の就任を一律に拒否している。 

家事事件手続法にも民事調停委員及び家事調停委員規則にも、調停委員の資

格要件や欠格事由として日本国籍の有無に関する規定はなく、法令上、調停委

員に関する国籍要件は存しない。 

そのため、「弁護士となる資格を有する者、民事若しくは家事の紛争の解決に

有用な専門的知識経験を有する者又は社会生活の上で豊富な知識経験を有する

者で、人格識見の高い年齢四十年以上七十年未満の者」（民事調停委員及び家事

調停委員規則１条）であれば、国籍にかかわらず、調停委員に任命することは

可能である。実際に、過去には、大阪弁護士会所属の外国籍弁護士が民事調停

委員に採用された例がある。 

ところが、最高裁判所は、２００３年（平成１５年）の兵庫県弁護士会の韓

国籍会員についての調停委員の任命拒否以降、全国の弁護士会が、外国籍弁護

士を推薦しても、候補者として扱わない運用を継続している。 

これに対して、日本弁護士連合会及び各地の弁護士会は、２００９年（平成

２１年）以降、多くの決議・会長声明・意見を発表し、当会においても、２０

１０年（平成２２年）３月、「国籍を調停委員・司法委員の選任要件としないこ

とを求める声明」を発表しているが、最高裁判所は、日本弁護士連合会からの

２００４年（平成１６年）、２００８年（平成２０年）の照会に対し、「公権力

の行使または国家意思の形成への参画に携わる公務員」に該当することを理由

に、前記運用を一向に改めていない。 

しかしながら、そもそも調停とは、紛争の当事者間において、条理にかない

実情に即した適正妥当な合意の成立を目指すという紛争の自主的解決を図る制

度である。調停委員はその中で、当事者と一緒に紛争の実情に即した解決策を

考えるために、当事者の言い分や気持ちを十分に聴取する等して合意の形成を

目指すことをその職務とするものである。また、調停は当事者が合意して初め

て成立するもので、調停委員が強制的な権限を持つものではない。このような

制度趣旨・運用に照らすと、調停委員は「公権力の行使または国家意思の形成

への参画に携わる公務員」には該当せず、最高裁判所の解釈は妥当性を欠いて

いる。 

したがって、最高裁判所の対応は、法令に根拠のない基準を新たに創設する

ものであるだけでなく、調停委員の具体的な職務、職責を勘案することなく、

日本国籍の有無で異なる取り扱いをするものであり、国籍を理由とする不合理

な差別として、憲法１４条に違反する。 
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国際的にみても、国連人種差別撤廃委員会は、総括所見において、２０１０

年（平成２２年）３月と２０１４年（平成２６年）８月の２度にわたり、人種

差別撤廃条約第５条との関係で、資質があるにもかかわらず、外国籍者が、調

停委員として調停手続に参加できないという事実に懸念を表明し、能力を有す

る日本国籍でない者が家庭裁判所における調停委員として行動することを認め

るよう、締約国である日本の立場を見直すことを勧告している。 

 ２ 多民族、多文化共生の観点からも差別解消が急務であること 

また、前述のとおり、既に日本は、外国にルーツを持つ人々が多く暮らす社

会となっているのであって、調停の場に、他国の文化と日本の文化の相違等を

理解している外国籍者が調停委員や司法委員として参画することは、外国籍当

事者の実情に即した紛争解決という観点において、むしろ調停制度を充実させ

るものである。 

家事調停においては、例えば国際結婚カップルの離婚調停のような場面で、

外国籍の調停委員が関与することにより、外国籍配偶者の不安や孤立感を緩和

し、調停手続をより円滑に進める効果が期待される。 

２０２５年（令和７年）２月７日開催の２０２４年度（令和６年度）福岡法

曹協議会での協議結果によると、福岡家庭裁判所においても、外国籍当事者の

家事調停事件の新受件数は、２０２１年（令和３年）が７４件、２０２２年

（令和４年）が８８件、２０２３年（令和５年）が１０８件と年々増加してお

り、多民族、多文化共生の観点からも差別解消が急務である。 

 ３ 当会における取組み強化の必要性 

この問題について、当会では、前述の２０１０年（平成２２年）３月の会長

声明以降、２０２１年（令和３年）１１月２７日に近畿弁護士会連合会の外国

籍の調停委員採用を求めるプロジェクトチームの韓雅之弁護士（大阪弁護士

会）を講師に招いて、人権擁護委員会内で学習会を開催するなどの取り組みは

行ってきた。もっとも、裁判所から当会に対して調停委員の推薦依頼がなかっ

たこともあり、これまで必ずしも、具体的な取り組みを展開できていたとはい

えない。 

しかし、我々が属する司法の分野におけるこの差別を改めさせない限り、多

民族・多文化が共生する社会の実現はあり得ない。当会としても、この差別を

解消するべく、今後さらに積極的な取り組みを行う必要がある。 

具体的には、最高裁判所に対し、改めて外国籍者の調停委員等への就任拒否

を是正するよう求めるとともに、福岡県内の裁判所からもその要望が最高裁判

所に届けられるよう、各種裁判所との協議会等において、この問題を積極的に

提起していく覚悟である。 

 

第５ 結語 
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   以上のとおり、人口減少が進む日本、そして、福岡県においては、外国にル

ーツを持つ人々は年々増加しているにもかかわらず、これらの人々に対するヘ

イトスピーチは未だ横行しており、教育分野や我々司法の分野においても差別

が繰り返され、一向に是正されていない状況があるのであって、外国にルーツ

を持つ人々への人権保障を強化し、全ての人々が共生できる、活力のある日本

の地域社会を創造するため、今こそ、具体的な行動が求められているといえ

る。 

よって、当会は、宣言の趣旨記載のとおり、外国にルーツを持つ人々に対す

る人権保障をより一層強化し、多民族・多文化が共生する社会の確立に向け

て、全力を挙げて取り組む所存である。 

以上 


